
検証スケジュール・今後の進め方

内容
令和７年

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

開催日程
第１回
委員会

第２回
委員会

第３回
委員会

検証作業
ヒアリング後

評価

委員会意見を
踏まえた

ヒアリング後
評価の修正

答申結果の庁内通知
（見直し方針に基づく

県内調査等の実施依頼）

【第１回】 諮問、検証の進め方、検証ポイントの検討
【第２回】 個別の補助金等（チェックシート）の検証
【第３回】 検証結果を踏まえた答申内容の検討・答申

【令和８年度】 県内調査結果等に基づく一定の方向性を提示
（内容に応じ、早期実施が可能な補助金等は、改善を実施）

【令和９年度以降】 改善が必要と判断された補助金等については、具体的改善
を実施

資料２



名称

産業の魅力を高める

積算根拠

１００，０００円

伝統料理等継承事業：消耗品費、備品費、広告宣伝費等
産直市実施事業：消耗品費、備品費、広告宣伝費等

予算60万円
上限額2/3以内

予算105,000円
上限額40,000円～51,000円

事業費の1/2以内

予算350万円
上限額1,000万円

なし

（　長久手市　　）

補助額

3分の2以内

地元の農産物を扱う市民講座や地元でとれた農産物を
販売することで、地産地消の推進につながっているた
め。

広報・HP
補助効果、検証結果の
周知方法

一定の効果がある

周知していない⑯制度の周知方法

理由

（　みよし市　　） （　東郷町　　）

⑫定率補助か
　 定額補助か

⑭(扶助費のみ)
 受給者負担又は
 所得制限の検討

⑮近隣市等の状況
  例：尾張東部、尾三
連携構成自治体、制度
参考自治体

⑬補助対象経費

⑦開始年度

⑥内容

⑨補助効果（費用
対効果）指標

200

一般財源
（千円）

補助件数
（件）

⑧終期の設定

⑪交付実績
交付金額(円) 200,000

200,000 200,000 200,000当初予算額(円)

補助率

⑰当該補助等の効果

上限額

（　　豊明市　　）

　　　　補助金等チェックシート

1　補助金等の概要

農業経営者支援
事業

細節名称 補助金款 項 農政課所属名6 1 3目 中事業名

総合計画体系

主要施策

コード

公募  

昭和 年度58

⑩財源内訳
（令和６年度実績）
※見込み値で入力

補助要綱
日進市農林業振興事業補助金

交付要綱

①補助金等の名称

根拠法令・
計画等

③根拠

ア 事業費補助 上乗せ 無②性質 横出し 無

農業団体活動費補助金

④対象者･交付先

団体が実施する農業振興、農業伝統の伝承、市民と農業の交流に関する事業の実施に関する経費を補助する
（それぞれの団体について、2/3以内　上限100,000円）。

⑤目的(公益性)
地元の農産物を活用した味噌づくり・漬物づくり等伝統料理の講座やその他地域農業文化の継承を目指すとと
もに、産直市を実施することで市民と農業の交流をとおして、地産地消を推進し、農のある豊かな環境を守っ
ていくこと。

周知方法
(負担金除く)

令和４年度 令和５年度

2 200

開催回数

令和１２年度末まで

国県等からの
直接補助

(ある場合は記入)
（千円）

その他
（　　　　）

（千円）

令和３年度

基本目標

基本施策

4202 農業の担い手の育成・支援及び農地利用の最適化

農業の振興

04

420

効果指標 43（産直市）、5（伝統料理） 31（産直市）、4（伝統料理） 4（産直市）、5（伝統料理）

交付件数

200,000

2

200,000

22

限定された団体・地域・個人

見直し年度、
その内容

広報・HP
令和３年度
公募に変更

補助総額
（千円）

特定財源
（千円）

公募の有
無

定率補助

定額補助

-65-

補助金等チェックシート（差替分）



基本目標

基本施策

4211 持続的に発展する経営と事業継続の支援

商工業の振興

04

421

効果指標 コロナのため共進会表彰のみ 9.60 13.80

交付件数

79,000

1

630,000

11

限定された団体・地域・個人

見直し年度、
その内容

周知していない
令和元年度、商工会活
動補助金から独立。

補助総額
（千円）

特定財源
（千円）

公募の有
無

市内の産業の現況を広く市民に知ってもらい、産業の発展を図るために、商工業者・農畜産業者が市内の産業
をＰＲするイベントを、委員会方式で日進市商工会、ＪＡと共同で開催する。

周知方法
(負担金除く)

令和４年度 令和５年度

0 01 630

参加率（％）計算式：市民まつり全体参加者数／人口×100

令和１２年度末まで

国県等からの
直接補助

(ある場合は記入)
（千円）

その他
（　　　　）

（千円）

令和３年度

0

主要施策

コード

非公募
JAや商工会員を中心として組織された産業まつり
開催委員会のための限定的な補助金であるため。

昭和 年度52

⑩財源内訳
（令和６年度実績）
※見込み値で入力

補助要綱
産業まつり開催委員会補助金

交付要綱

①補助金等の名称

根拠法令・
計画等

無③根拠

ア 事業費補助 上乗せ 無②性質 横出し 無

産業まつり開催委員会補助金

④対象者･交付先

日進市産業まつりの会場設営及び撤去に要する経費、開催委員会主催の催し物に係る表彰に要する経費、その
他市長が必要と認める経費に対して補助金を交付するもの。

⑤目的(公益性)

補助率

⑰当該補助等の効果

上限額

尾張旭市（R5.1件）

　　　　補助金等チェックシート

1　補助金等の概要

商工業振興事業 細節名称 補助金款 項 産業観光課所属名7 1 2目 中事業名

総合計画体系

長久手市（R5.1件） 東郷町（R5.1件）

⑫定率補助か
　 定額補助か

⑭(扶助費のみ)
 受給者負担又は
 所得制限の検討

⑮近隣市等の状況
  例：尾張東部、尾三
連携構成自治体、制度
参考自治体

⑬補助対象経費

⑦開始年度

⑥内容

⑨補助効果（費用
対効果）指標

630

一般財源
（千円）

補助件数
（件）

⑧終期の設定

⑪交付実績
交付金額(円) 630,000

630,000 630,000 630,000当初予算額(円)

周知していない
補助効果、検証結果の
周知方法

十分な効果がある

周知していない⑯制度の周知方法

理由

日進市の産業をまつりとして広くPRすることで、友好
自治体との交流や、商工業者の日ごろの成果を発表す
る場として十分な効果が得られているため。

名称

産業の魅力を高める

積算根拠

予算の範囲内

需用費、役務費

140千円
0

類似のものなし
まつりとしてはなし

商工会への補助に含む
9,317千円

直営による予算

豊明市（R5.0件）

補助額

100%定率補助

定額補助

-185-



基本目標

基本施策

1061 地域医療の充実

医療・感染症対策

01

106

効果指標 100（％） 100（％）

交付件数

757,000

4739

限定された団体・地域・個人

見直し年度、
その内容

広報・HP無

補助総額
（千円）

特定財源
（千円）

公募の有
無

がん患者のがん治療による外見変貌を補完する医療用補整具の購入に係る経済的負担の軽減を図るため

周知方法
(負担金除く)

令和４年度 令和５年度

403 042 806

希望するすべての対象者に対する補助率（％）

令和１２年度末まで

国県等からの
直接補助

(ある場合は記入)
（千円）

その他
（県補助金）

（千円）

令和３年度

0

主要施策

コード

非公募 補助対象が特定されるため

令和 年度4

⑩財源内訳
（令和６年度実績）
※見込み値で入力

補助要綱
日進市がん患者アピアランスケア

用品購入費補助金交付要綱

①補助金等の名称

根拠法令・
計画等

愛知県がん対策推進計画③根拠

エ 負担的補助 上乗せ 無②性質 横出し 無

がん患者アピアランスケア用品購入費助成事業

④対象者･交付先

補整具の購入に要する経費に対する補助

⑤目的(公益性)

補助率

⑰当該補助等の効果

上限額

（　　長久手市　　）

　　　　補助金等チェックシート

1　補助金等の概要

予防費 細節名称 補助金款 項 健康課所属名4 1 3目 中事業名

総合計画体系

（　　瀬戸市　　） （　尾張旭市　　　）

⑫定率補助か
　 定額補助か

⑭(扶助費のみ)
 受給者負担又は
 所得制限の検討

⑮近隣市等の状況
  例：尾張東部、尾三
連携構成自治体、制度
参考自治体

⑬補助対象経費

⑦開始年度

⑥内容

⑨補助効果（費用
対効果）指標

806

一般財源
（千円）

補助件数
（件）

⑧終期の設定

⑪交付実績
交付金額(円) 829,000

799,000 960,000当初予算額(円)

広報・HP
補助効果、検証結果の
周知方法

一定の効果がある

周知していない⑯制度の周知方法

理由

毎年一定の申請があり、がんに罹患した市民の負担軽
減や社会参加を促すために有効である。

名称

健やかに暮らす

積算根拠

20,000円

補整具を購入した費用

有 有 有 有

（　　豊明市　　）

補助額

購入した費用の1/2定率補助

定額補助

-199-



　　　　補助金等チェックシート

1　補助金等の概要

款 8 項 2 目 1 中事業名
道路用地管理事

業
細節名称 補助金 所属名 道路河川課

総合計画体系

コード 名称

基本目標 03

①補助金等の名称 狭あい道路対策事業補助金

②性質 ア 事業費補助 上乗せ 無 横出し 無

暮らしやすいまちを創る

基本施策 311 道路

主要施策 3112 生活道路の整備

③根拠 補助要綱
日進市狭あい道路対策事業補

助金交付要綱
根拠法令・

計画等
無

④対象者･交付先 市民団体一般
公募の有

無
公募

周知方法
(負担金除く)

広報・HP

⑧終期の設定 令和１２年度末まで

⑨補助効果（費用
対効果）指標

　従来は土地所有者が建築行為をする段階で確定測量をした後に、当該道路後退による寄附用地を
分筆するための測量を実施していた。当該補助金事業を実施することにより、土地所有者の確定測
量をする中で分筆測量することとなる。測量総額のうち分筆分のみ補助金として支給することとな
るため、従来のように別で測量発注するのと比較して市費の負担額は圧縮され、市街地環境の整備
及び災害時における安全の確保等の推進が図れる。

⑤目的(公益性)
　市街地環境の整備及び災害時における安全の確保等の推進を図るため、狭あい道路を拡幅するための道路用地
を市に寄附する場合に行う分筆測量登記に要する経費等に対する補助金。

⑥内容
　道路後退用地の土地所有者が、当該道路後退用地を市に寄附するために行う分筆測量登記にかかる費用のう
ち、25万円を限度として補助金を交付する。また、隅切り用地を同時に寄附する場合は15万円を限度として補助
金に加算する。

⑦開始年度 平成 30 年度
見直し年度、

その内容
無

国県等からの
直接補助

(ある場合は記入)
（千円）

1 250 125 125 0 0

⑩財源内訳
（令和６年度実績）
※見込み値で入力

補助件数
（件）

補助総額
（千円）

特定財源
（千円）

一般財源
（千円）

その他
（　　　　）

（千円）

604,000 840,000 648,000

交付件数 3 4 3

⑪交付実績

令和３年度 令和４年度 令和５年度

当初予算額(円) 1,600,000 1,600,000 1,600,000

交付金額(円)

補助額 積算根拠

⑬補助対象経費
分筆測量費用、分筆登記費用

効果指標 効果有 効果有 効果有

⑫定率補助か
　 定額補助か

補助率 100% 上限額
250,000円

（加算金150,000円）

⑭(扶助費のみ)
 受給者負担又は
 所得制限の検討

⑮近隣市等の状況
  例：尾張東部、尾三
連携構成自治体、制度
参考自治体

（みよし市） （尾張旭市）

2,788,356円（4件） 3,860,000円（10件）

⑯制度の周知方法 広報・HP
補助効果、検証結果の
周知方法

周知していない

⑰当該補助等の効果 一定の効果がある 理由

　道路後退用地の寄附件数は、建築される土地の接道
状況により変動があるため、件数のみでは効果を測定
できない。しかしながら、重複する経費が発生してい
ないことから市の支出としては減少している。

定率補助

定額補助

-221-



〇検証結果 

 １ 実施概要（※１） 

歳出 

種別 

確認 

件数 

対象外（※２） 対象 

法令 

義務 

① 

継続 

なし 

② 

裁量 

なし 

③ 

計 
継続 

【A】 

継続 

（改善） 

【B】 

支出科目 

変更 

【E】 

期間 

限定 

【F】 

廃止 

【G】 
計 

負担金 246 45 37 140 222 19 1 1 0 3 24 

補助金 114 17 8 - 25 44 44 0 1 0 89 

交付金 6 1 1 - 2 3 1 0 0 0 4 

扶助費 53 38 0 - 38 12 3 0 0 0 15 

合計 419 101 46 140 287 78 49 1 1 3 132 

※１ 令和６年度に予算計上のある補助金等及び令和７年度から制度開始した補助金等の一部が対象 

※２ ①法令等で定められている義務的なもの。 ②任意ではあるが、臨時で継続性が見込まれないもの。 

③支出決定にあたり、本市としても裁量の余地が無いもの。（負担金のみ） 

 

 ２ 補助金等ごとの評価結果 

    評価対象（１３２件）の個別評価結果は、別添「評価一覧」のとおり 



〇補助金等ごとの評価結果

№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

1 補助金 介護福祉課
障害者紙おむつ購入費支

給事業
Ｂ　継続
（改善）

障害者の経済的負担やその家族等の介護負担の軽減
を図っている効果はあるが、介護保険制度との整合性
を図りつつ、県内市で実施はほぼない状況もあること
から、必要に応じて事業の見直しを検討する。

Ｂ　継続
（改善）

県内市ではほぼ実施されてない補助制度であり、他市
の施策等を調査のうえ、本市での事業継続の可否及び
障害を有する方の在宅生活の安定により寄与する制
度への転換を検討する必要があるため。

1

2 補助金 農政課 地域農業振興事業補助金 Ａ　継続
対象があいち尾東農協だけであったものを、地域の担
い手となる農業従事者に拡大したことで、農業の継続
性を担保し、効率的な農地の集約が推進できるため。

Ｂ　継続
（改善）

効果指標（利用集積面積）の向上につながっている補
助制度ではあるが、近隣市では同様の補助制度を有し
ていない自治体も多い。県内自治体の事例を検証し、
補助効果指標の向上に有益な別手法がないか検討す
る必要があるため。

3

3 補助金 産業観光課 商工会活動補助金 Ａ　継続
令和5年度末に要綱改正を行い、対象経費を明確にし
た。市内企業の経済活動に寄与する事業をより推進す
るための補助金として、今後も継続していく。

Ｂ　継続
（改善）

中小事業者の発展支援を図るため、公共的団体補助
の継続は妥当と評価できる。ただし、他自治体と補助
金額に違いがあるため、他自治体の補助対象事業等を
詳細に調査し、商工会に対する補助事業の範囲等が妥
当な水準か検証する必要があるため。

5

4 補助金 環境課
生ごみ堆肥化促進容器購

入費補助金
Ａ　継続

県内他市町村でも多くが実施しており、ごみ減量に繋
がっているため。

Ｂ　継続
（改善）

昭和６２年度開始の購入補助制度であり、近隣市では
一部実施にとどまっていることから、県内自治体の状
況（廃止した自治体があれば、その後のごみ減量の状
況等を含む）を調査のうえ、購入補助を継続する必要
性を検証する必要があるため。

7

5 補助金 環境課 資源ごみ回収事業補助金 Ａ　継続

県内他市町村でも多くが実施しており、身近な地域の
団体が行うことでリサイクル意識が高まる。また、補助
金を地域団体の事業活動等に活かすことで地域活性
化にもなっている。

Ｂ　継続
（改善）

所管課による評価のとおり、一定の効果が認められる
補助事業であるが、補助効果指標が低下しているとと
もに、近隣市等の状況においても一部自治体の実施と
なっている。平成２年からの継続事業であり、県内自
治体の活動補助の内容等を調査のうえ、補助額等の見
直しを検討する必要があるため。

9

6 補助金 学び支援課
日進市地域女性団体連絡

協議会補助金
Ａ　継続

地域女性団体連絡協議会活動の担い手が減少する中
で、補助をすることで活動の維持ができており、様々
な地域づくり及び女性教育等の活動を実践し、地域に
貢献しているため継続すべき事業である。

Ｂ　継続
（改善）

他自治体の取組状況との整合性の観点から、事業費補
助の対象・補助水準等が妥当か検証する必要があるた
め。また、事業内容の精査結果によっては、委託等への
支出方法の変更も検討すること。

11

7 補助金 学習政策課
ＰＴＡ連絡協議会活動補助

金
Ａ　継続

補助をすることで継続的な活動の維持ができ、教師・
保護者等の活動により日進市全体での教育力が向上
し、児童生徒の学校生活が安定、充実することにつな
がっている。また、活動により地域との連携にもつな
がり継続すべき事業である。

Ｂ　継続
（改善）

日進市全体での教育力向上につながる公益性が認め
られる事業であるが、他自治体の交付金額との差異が
あることから、詳細な活動状況等を調査のうえ、適切
かつ妥当な水準の補助内容であるか検討が必要であ
るため。

13

8 扶助費 介護福祉課 日常生活用具給付事業
Ｂ　継続
（改善）

火災報知器の設置の義務化から10年以上経過して火
災防止の観点からの補助の必要性が低下し、過去２年
間交付実績もないため、次期の介護保険事業計画策
定の協議会において事業のあり方を検討する。

Ｂ　継続
（改善）

他自治体では未実施の自治体も多く、近年の交付実績
や社会経済情勢の変化を踏まえると、所管課による評
価のとおり、事業の廃止も含めて、検討する必要があ
るため。

15

9 扶助費 介護福祉課 障害者扶助料
Ｂ　継続
（改善）

障害のため必要となる負担の軽減の一助として、扶助
料を支給することで、自立生活の促進を図っており、
効果があることから継続とするが、障害福祉が関わる
社会情勢等の状況に応じて、障害特性等を精査した上
で、支給要件や給付額等の見直しやその方法につい
て、必要に応じて検討する。

Ｂ　継続
（改善）

平成25年度の金額見直しから、10年以上が経過して
おり、他自治体の実施状況（所得制限や支給要件、廃
止している場合には転換した事業内容等）を調査のう
え、制度のあり方を検討する必要があるため。

17

①他自治体等の取組状況との整合性の観点から改善を検討するべき補助金等

改善点がある補助金等（B評価）
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№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

10 扶助費 保険年金課
医療費助成金

（後期高齢者福祉医療費）
Ｂ　継続
（改善）

自立支援（精神通院）医療費受給者への助成を実施し
ている市町村は県内で９割以上あるものの、ひとり暮
らしの方への助成を実施している近隣市はほとんどな
いため、実施している他市町の今後の動向を注視して
きたい。

Ｂ　継続
（改善）

ひとり暮らしの方への助成は、近隣市ではほとんど実
施していない状況を踏まえ、助成内容を廃止した自治
体の廃止理由や事業転換状況を調査研究のうえ、助成
内容のあり方を検討する必要があるため。

19

A：地域の核となる組織への一括交付等により、地域ニーズに応じた柔軟な補助金活用を図ることで、補助効果の向上が期待できる補助金等

№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

1 補助金 地域共生課
地域コミュニティ推進事

業補助金
Ｂ　継続
（改善）

市民主体の自治の重要な担い手である地域コミュニ
ティを維持する上では、コミュニティの重要な財源とな
る本補助金は継続する必要がある。課題である建設に
要する経費等の見直しや地域振興に要する経費につ
いて、コミュニティの維持に配慮しながら事業費補助
の考え方を視野に見直しを検討していく必要がある。

Ｂ　継続
（改善）

地域コミュニティ維持に効果がある補助制度であり、
継続が妥当である。地域コミュニティ活動の推進につ
ながる類似事業の精査を実施し、補助制度の整理統合
等を検討するとともに、地域活動の拠点となる集会所
等の建設補助部分については、建設価格を反映した補
助額に見直しが必要である。

21

2 補助金 防災安全課
日進市防犯カメラ設置費

等補助金
Ｂ　継続
（改善）

予算額よりも実績が少ない状況が続いているため、補
助対象に維持費を追加するなどの見直しを検討する
必要はあるが、利用したいとの声は依然多く、地域の
安全に寄与していると考えるため継続は必要である。

Ｂ　継続
（改善）

多くの地域住民の安全につながる補助制度であり、継
続が妥当である。申請件数増加に向けては、他自治体
との補助内容の整合性を考慮しながら、設置希望があ
るが申請に至らない地域の実情を踏まえ、運用面を含
めた改善を検討する必要がある。

23

3 補助金 子育て支援課

子ども会連絡協議会事業
補助金

【子ども会
支援事業部分】

Ｂ　継続
（改善）

運営業務の効率化と簡素化により役員の負担軽減を
行うなど運営改善を図ってきたものの、加入団体、会
員数とも減少傾向となっている。子ども達の自主性や
社会性を高め、子育て環境の向上を目指す活動の支援
につながるよう、補助対象事業や手法の精査、検討を
する必要があるため。

Ｂ　継続
（改善）

補助効果指標は低下しており、地域で活動する単位こ
ども会への活動補助のあり方については、地域ごとの
ニーズにあった交付のあり方を検討する必要があるた
め。

25

4 補助金 地域福祉課 老人クラブ活動補助金
Ｂ　継続
（改善）

高齢者の健康づくりや生きがいづくりへの寄与をはじ
め、地域における美化活動、防犯活動、地域づくりなど
地域福祉の推進に貢献しているため必要であるが、他
市の状況を踏まえた補助金額の検討も必要と考える。

Ｂ　継続
（改善）

高齢者の生きがいづくり・健康づくり・社会参加を図る
ため、有効な補助金である。継続にあたっては、補助効
果指標が低下している点や、地域に根付いた活動を
行っている団体である点を踏まえ、類似事業等との整
理・統合等を検討する必要があるため。

27

5 交付金 防災安全課 自主防災組織等交付金 Ａ　継続

能登半島地震や南海トラフ臨時情報発表など、市民の
防災意識も高まっている中、発災時の避難所運営な
ど、自主防災組織の存在が益々重要視されてることか
ら適正な補助と考える。

Ｂ　継続
（改善）

災害発生時の被害の防止、軽減を図る活動を支援する
ため、継続が必要な交付金である。ただし、団体運営
補助部分の解消に向け、訓練・啓蒙活動に対する事業
費補助への転換を図るとともに、他自治体の事例を踏
まえ、地域の核となる組織への一括交付等を検討する
こと。

29

№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

1 補助金 産業観光課
６次産業化支援事業補助

金
Ｂ　継続
（改善）

６次産業化を支援し、農業者を支援する目的のため補
助金の交付は有用であるが、類似補助金と補助目的な
どの整理をする必要があるため。

Ｂ　継続
（改善）

補助効果指標（補助金を活用して開発された商品数）
は向上しており、一定の効果があると認められるが、
所管課による評価のとおり、類似事業の精査を行う必
要があるため。

31

②補助効果（費用対効果）の観点等から類似事業の精査等による改善を検討するべき補助金等

B：それ以外の補助金等
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№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

1 補助金 学び支援課
文化協会等活動事業補助

金
Ａ　継続

前回見直し時の課題であった、委託事業と補助事業に
ついては完了した。市民まつりの一部である文化祭に
おいては、多くの来場者に文化に触れる場、体験の場
を提供しており、事業として重要である。また、団体支
援を通じて、日々の定期的な活動や発表の場を支援す
ることで、市の生涯学習基本計画の推進にもつながっ
ているため、継続すべき事業と考える。

Ｂ　継続
（改善）

連盟助成事業については、補助内容の透明性を確保す
る方法を検討する必要があるため。また、他自治体と
の取組状況の整合性の観点からは、補助金額で差異
がみられるため、補助額に見合う効果が認められるか
検証する必要があるため。

33

2 補助金 学び支援課
市民俗芸能連合会活動事

業補助金
Ａ　継続

市の支援により連合会の発表会などを継続して実施
することができている。民俗芸能を継承するにあたり
必要最小限の補助金交付であるため、今後も継続が必
要である。

Ｂ　継続
（改善）

保存会への助成事業が補助対象事業に明記されてい
ないため、要綱への記載及び助成事業の透明性を確
保する方法を検討する必要があるため。

35

3 補助金 学び支援課
日進市スポーツ協会補助

金
Ａ　継続

会員から会費徴収は行っているものの、恒常的に市ス
ポーツ振興を行うには市からの補助が必要である

Ｂ　継続
（改善）

加盟団体補助事業については、補助内容の透明性を
確保する方法を検討する必要があるため。また、他自
治体との取組状況の整合性の観点からは、補助金額で
差異がみられるため、補助額に見合う効果が認められ
るか検証するとともに、類似事業の精査の観点からも
見直しを検討する必要があるため。

37

4 補助金 学び支援課
日進市レクリエーション協

会補助金
Ａ　継続

会員から会費徴収は行っているものの、恒常的に市ス
ポーツ振興を行うには市からの補助が必要である。

Ｂ　継続
（改善）

加盟団体補助事業については、補助内容の透明性を
確保する方法を検討する必要があるため。また、他自
治体との取組状況の整合性の観点からは、補助金額で
差異がみられるため、補助額に見合う効果が認められ
るか検証するとともに、類似事業の精査の観点からも
見直しを検討する必要があるため。

39

№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

1 補助金 産業観光課
にっしん観光まちづくり

協会補助金
Ｂ　継続
（改善）

道の駅の開駅を契機に、新たに法人格を有し、民間か
らの事務局員を登用した。自ら財源を確保し、独立し
た組織となれるよう組織再編を予定している。

Ｂ　継続
（改善）

人件費補助等の団体補助に相当する部分の段階的な
縮減を目指していくため、計画等を定め、自主財源確
保が出来る組織再編を行っていく必要があるため。

41

2 補助金 地域福祉課
日進市シルバー人材セン
ター運営事業費補助金

Ａ　継続
高年齢者等の職業の安定その他福祉の増進を図るた
めに必要であるから。

Ｂ　継続
（改善）

補助効果指標は安定的に推移しており、高齢者に就業
の機会を提供し、健康の増進と社会交流を図るのに必
要な補助であるが、近隣市の運営方法等を参考に、更
なる自主財源等の確保を検討する必要があるため。

43

③再補助を行う場合の透明性確保の観点から改善を検討するべき補助金等

④団体の自主財源確保の観点から改善を検討するべき補助金等
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№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

1 負担金 健康課 日本看護協会負担金 Ａ　継続

細分化・複雑化される市民のニーズに対し、専門職と
しての技術の向上を継続的に図るため、会に所属し最
新の情報を獲得、また研修に参加することは有益と考
えます。

Ｂ　継続
（改善）

公立病院を有さず、災害対応等を含め多岐に渡る対応
が求められる本市の保健師の育成に有益である点が
認められる。ただし、研修等で得られる情報の共有方
法を見直すことで、加入者数の適正化を検討できる余
地があるため。

45

2 補助金 学び支援課
総合型地域スポーツクラ

ブ運営事業補助金
Ａ　継続

会員から会費徴収は行っているものの、恒常的に市ス
ポーツ振興を行うには市からの補助が必要である。

Ｂ　継続
（改善）

補助効果指標（会員数）は増加しており、継続が妥当で
ある。ただし、参加費収入を主たる財源として運営を
行う団体に対し、現在の補助金の上限額設定が妥当な
水準であるか、決算状況（繰越金等）を踏まえた検証が
必要であるため。

47

3 補助金 学び支援課
ボーイスカウト活動事業

補助金
Ｂ　継続
（改善）

部活動の地域移行の受け皿となる団体活動であり会
員数も増加している。しかし繰越金が補助額の１０倍以
上あるため、事業に対しての補助額の精査が必要であ
る。

Ｂ　継続
（改善）

奉仕活動を通し地域の青少年の健全育成に貢献する
事業であり、公益性は認められるが、補助金額を過大
に超える繰越金が発生していることが確認できている
ため、補助金交付の休止等を検討する必要があるた
め。

49

4 補助金 地域共生課
更生保護女性会活動費補

助金
Ｂ　継続
（改善）

更生保護を担う本市における唯一の任意団体である。
今後も、継続的な活動をするため更生保護への理解
者・関係者を増やす広報活動及び会員数の増員が課題
であり、団体と連携して取り組んでいく必要がある。

Ｂ　継続
（改善）

更生保護への理解を深める活動に対する事業費補助
金であり、継続が必要である。平成２６年度に補助金増
額を行っているが、他自治体の取組状況との整合性や
現在の活動状況を踏まえ、補助上限額の設定が妥当で
あるか検証する必要があるため。

51

5 補助金 地域共生課
日進市市民自治活動推進

補助金
Ｂ　継続
（改善）

設立間もない団体を自立した活動が行えるよう支援し
たり、補助金を契機として市民自治活動を実施した団
体もあり、効果の高い補助金であると考える。事業効
果を客観的に確認できる方法として、現状では任意で
団体からアンケートを回収しているにとどまっている。
団体に提出していただく事業企画書には継続性、発展
性などの項目があり、審査結果に関わるが、実情とし
てコミュニティの自立については、コミュニティの規模
などにより難しいと考える。事業参加者からのアン
ケートを必須にするなど効果測定を行う必要がある。

Ｂ　継続
（改善）

他自治体との取組状況の整合性や効果指標の推移の
観点からも、継続が妥当であるが、継続した市民自治
活動につながる補助制度となるような対象事業の要
件等を検討する必要があるため。

53

6 補助金 地域共生課
友好自治体宿泊施設利用

助成金
Ｂ　継続
（改善）

課題であった窓口申請以外の受付方法として現在は
電子申請受付も実施し、周知も行っているがｺﾛﾅ禍前
と比較して交付件数は大幅な利用者拡大が認められ
ない傾向があるが、引き続き周知啓発に力を入れてい
く。令和8年度以降、特定財源制度の見直しがあること
から新規性の事業を見出し特定財源の確保に努めて、
引き続き自治体交流事業を推進していく。

Ｂ　継続
（改善）

補助効果指標の増加につながる取組や特定財源の確
保に向けた取組を推進しながら、継続することが妥当
である。また、公益性の観点から、補助対象者の要件
（市税完納等）の見直しを検討する必要があるため。

55

№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

1 補助金 農政課
ふれあい農園開設支援補

助金
Ｂ　継続
（改善）

令和６年度から市が管理していた市民農園のうち６園
を民営化した。民間が運営することでサービスの向
上、市が管理・運営のために支出する費用の削減がで
きる。対象要件等については、見直していく必要があ
る。

Ｂ　継続
（改善）

開設促進につながる補助制度ではあるが、所管課評価
のとおり、対象要件（市税完納等の要綱への要件追加）
の見直しが必要であるとともに、将来的な継続可否を
判断するための目標達成水準等の指標を設定する必
要があるため。

57

⑤補助対象者・補助率等の妥当性の観点から改善を検討するべき補助金等

⑥補助効果指標（再設定等）を検討するべき補助金等
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№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

2 補助金 産業観光課
小規模事業者経営改善資

金利子補給補助金
Ａ　継続

令和7年度より実施される補助事業であり、現時点で
の見直しは判断すべきでない。

Ｂ　継続
（改善）

所管課による評価のとおりであるが、次回検証時での
継続可否を判断するため、補助効果指標は、定性的指
標ではなく、定量的指標を事業開始時から設定する必
要があるため。

59

3 補助金 産業観光課
小規模企業等活性化補助

金
Ａ　継続

市内の小規模等事業者の振興に係る経費を継続的に
補助することで、地域の産業振興、地域経済の発展を
見込むことができる。効果指標については、数値化で
きないか今後検討する。

Ｂ　継続
（改善）

令和４年度に新設された補助制度であり、小規模等事
業者の振興に一定の効果が認められるが、制度継続の
可否判断には、補助効果の検証が重要であり、適切な
効果指標を設定し、補助効果を判断する必要があるた
め。

61

№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

1 補助金 人事課
日進市職員資格取得等助

成金
Ａ　継続

この助成金について、適切に管理・遂行されており、職
員のスキルアップによる市民へのサービス等の向上に
繋がっている。

Ｂ　継続
（改善）

職員の能力向上につながる補助制度であるため継続
が妥当である。ただし、職員向け補助金であるため、補
助効果や補助実績等を市民に分かりやすい形で公開
する必要があるため。

63

2 補助金 農政課 農業団体活動費補助金 Ａ　継続

事業の目的とニーズを踏まえ適時見直しを実施してい
る。今後は農業や食育の推進を図るために関連した計
画に、効果指標が反映できるようにしていく必要があ
る。

Ｂ　継続
（改善）

地産地消の推進につながる補助制度であり、令和３年
度に公募制への見直しも図られており、継続が妥当で
ある。ただし、より一層の透明性を確保するため、所管
課評価のとおり、効果指標等の公開を検討する必要が
あるため。

65

№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

1 補助金 農政課
生産調整推進対策事業補

助金
Ｂ　継続
（改善）

国の動向などを踏まえて、対象となる品目（需給調整
米）の追加は行ったものの、本市が中心的にすすめる
農作物等の設定ができていないため、対象品目の見
直しについては、継続的な検討を要するため。

Ｂ　継続
（改善）

米の需給調整に一定の効果があったと認められるが、
所管課評価のとおり、市の戦略作物の設定を行うとと
もに、国の動向を踏まえた対応が必要な補助制度であ
るため。

67

2 補助金 農政課
病害虫難防除対策事業補

助金
Ｂ　継続
（改善）

多く発生する病害虫によって防除対策が変わるため、
現場の被害状況等を踏まえ、防除対策を実施する団体
と調整していく必要があるため。

Ｂ　継続
（改善）

病害虫を駆除することで、農作物の被害防止に効果の
ある補助制度であるが、所管課による評価のとおり、
病害虫の傾向を踏まえた防除対策の見直しが適時必
要となるため。

69

3 補助金 産業観光課
新商品開発等支援事業補

助金
Ｂ　継続
（改善）

市内事業者等が新商品開発に取り組むことで、開発さ
れた新商品により地域ブランド力の向上、ふるさと納
税寄付額の増加等が期待できる。効果を短期的に検
証しつつ、終期については今後検討していく。

Ｂ　継続
（改善）

本市のＰＲ・地域ブランド力の向上、ふるさと納税によ
る税収向上を目指し、新設された補助制度であるた
め、所管課による評価のとおり、補助効果指標を短期
的に検証し、継続の可否について検討する必要がある
ため。

71

4 補助金 環境課
住宅用地球温暖化対策設

備設置費補助金
Ｂ　継続
（改善）

県内の多くの自治体が実施しており、日進市も同水準
で実施している。結果について市民に公表もしており、
上記⑰のとおり一定の効果もある。愛知県の補助事業
の協調補助事業であることから、補助対象設備・補助
単価については、時宜に即した見直しが必要となる。

Ｂ　継続
（改善）

省エネ化及び省エネ性能の高い設備・機器の導入促進
を図る補助制度である以上、補助対象品目ごとの普及
状況や市の環境施策の目標管理状況等も考慮し、市と
しても適時見直しを図る必要があるため。

73

⑧補助効果指標や社会経済状況（国の動向含む）を踏まえ、適時改善を検討するべき補助金等

⑦補助効果等を市民に分かりやすい形で公開等をするべき補助金等
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№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

5 補助金 環境課
次世代自動車購入費等補

助金
Ｂ　継続
（改善）

地球温暖化対策として環境基本計画にも普及率を重
要項目のひとつと位置付けており、また結果について
も市民に公表もしており、上記⑰のとおり一定の効果
もある。補助対象・補助単価については、時宜に即した
見直しが必要となる。

Ｂ　継続
（改善）

次世代自動車の普及促進を目的とする補助制度であ
る以上、普及状況等を踏まえた見直しを適時行うとと
もに、必要に応じて二酸化炭素の削減により効果のあ
る補助制度への転換を検討する必要があるため。

75

6 補助金 健康課
日進市骨髄バンクドナー

等助成金
Ｂ　継続
（改善）

国・県の動向及び実績により今後必要があれば見直す
Ｂ　継続
（改善）

補助効果指標の向上につながるように、国・県の動向
等を踏まえた制度見直しを検討する必要があるため

77

7 補助金 保育課 民間保育所運営費補助金
Ｂ　継続
（改善）

保育の担い手である認可民間保育施設の安定期な運
営及びそこで働く保育士等の処遇改善のために必要
な補助である。補助対象経費及び対象経費の算定方
法等については引き続き見直しを行っていく。

Ｂ　継続
（改善）

保育士の処遇改善や受託法人の安定的運営による保
育の質的保証につながっており、継続が妥当である。
近隣自治体や国の動向を注視しながら、補助対象経費
の見直しは引き続き行う必要があるため。

79

8 補助金 保育課 私立幼稚園経常費補助金
Ｂ　継続
（改善）

公立幼稚園のない日進市において、市内幼稚園は幼
児教育を担う重要な存在であり、適切な補助を行うこ
とで維持存続を図る必要がある。今後も年に1回、代
表者等を集めた連絡会議を開催して制度周知に努め、
施設に対する巡回訪問等を実施していくとともに、長
期的には利用者数の推移をみながら検討していく。

Ｂ　継続
（改善）

安定した園の運営と幼児教育の振興を図るため、必要
な補助と認められるが、利用者数の推移や他自治体の
状況等を注視しながら、見直しを検討する必要がある
ため。

81

9 補助金 保育課 認可外保育所補助金
Ｂ　継続
（改善）

認可保育施設の定員充足率が高く入園がかなわない
園児は一定数存在しており、その受け皿を確保する観
点から、引き続き認可外保育施設の維持は重要であ
り、当補助金が果たす意義は大きい。令和６年度に対
象施設の見直しを行い、市外の施設については対象外
とする運用としている。引き続き、巡回支援や施設監
査の場を利用して補助対象事業者へのチェック機能を
高めていくともに、長期的には認可保育施設の充足状
況をみながら検討していく。

Ｂ　継続
（改善）

認可保育施設の高い充足率が継続している本市にお
いては、引き続き経営状態を安定させ、児童の良好な
保育環境を確保するための補助制度は必要である。た
だし、終期については、認可保育施設の充足状況を見
ながら検討すること。

83

再掲 補助金 子育て支援課

子ども会連絡協議会事業
補助金

【子ども会
支援事業以外】

Ｂ　継続
（改善）

運営業務の効率化と簡素化により役員の負担軽減を
行うなど運営改善を図ってきたものの、加入団体、会
員数とも減少傾向となっている。子ども達の自主性や
社会性を高め、子育て環境の向上を目指す活動の支援
につながるよう、補助対象事業や手法の精査、検討を
する必要があるため。

Ｂ　継続
（改善）

補助効果指標は低下しており、子ども会支援事業部分
の見直しに合わせて、補助対象事業ごとに対象経費等
を精査する等の検討をする必要があるため。

25

10 補助金 学習政策課
日進市高等学校等修学助

成金
Ｂ　継続
（改善）

国県の補助制度の改正に合わせて、随時見直しを行う
必要があるほか、周辺自治体と比較検討を行う必要が
ある。

Ｂ　継続
（改善）

所管課評価のとおり、国県の補助制度の改正や他自治
体の制度設計等を把握し、上乗せ・横出し補助の必要
性について、随時見直しを検討する必要があるため。

85

11 補助金 地域福祉課 社会福祉協議会補助金
Ｂ　継続
（改善）

他市と同様に社会福祉法に基づき地域福祉の推進を
図ることを目的として設立されている非営利団体であ
る社会福祉協議会に対する補助は、地域福祉の推進を
図る上で継続が妥当だと考えるが、引き続き、適切な
補助金となるよう注視していく必要があると考える。

Ｂ　継続
（改善）

地域福祉の推進を図るため、公共的団体補助の継続
は妥当と評価できる。ただし、活動内容が多岐に渡る
団体への人件費を中心した補助となるため、運営が効
率的に行われおり、補助額に見合う補助効果が認めら
れるか適時見直す必要があるため。

87

12 補助金 地域福祉課
老人クラブ連合会活動補

助金
Ｂ　継続
（改善）

高齢者の健康づくりや生きがいづくりへの寄与をはじ
め、地域における美化活動、防犯活動、地域づくりなど
地域福祉の推進に貢献しているため必要であるが、老
人クラブ活動補助金を含めた補助のあり方の検討も
必要と考える。

Ｂ　継続
（改善）

所管課による評価のとおり、地域福祉の推進に寄与す
る補助事業であるが、対象事業も老人クラブ活動補助
金と類似しているため、老人クラブ活動補助金制度の
見直しに合わせ、補助制度のあり方を検討する必要が
あるため。

89
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該当ページ

13 補助金 下水道課
日進市合併処理浄化槽設

置整備事業補助金
Ｂ　継続
（改善）

水質汚濁の防止に効果が期待されるため、本市も近隣
自治体と同程度の水準で実施している。新たに暴力団
排除事項を盛り込んだ要綱改正は行いました。近隣で
補助額の増額見直しの情報があるが、下水道整備に係
る国庫等補助支援の強化期限が令和8年度までであ
るため、令和9年度以降の国の動向により下水道区域
の見直しと併せ、合併処理浄化槽の普及促進方策につ
いて検討する。

Ｂ　継続
（改善）

所管課評価のとおり、国の動向を踏まえた下水道区域
の見直し時に、補助金制度のあり方を検討する必要が
あるため。

91

14 補助金 下水道課
浄化槽雨水貯留施設転用

費補助金
Ｂ　継続
（改善）

資源の再利用によるごみの減量や、降雨時の河川の負
担軽減などの効果が期待されるため、近隣自治体も制
度は維持されている。新たに暴力団排除事項を盛り込
んだ要綱改正は行いました。国の重点計画において下
水道整備に係る国庫等補助支援の強化期限が令和8
年度までであり、令和9年度以降の国庫補助の状況に
より下水道区域の見直し状況を鑑み、制度について検
討していく。

Ｂ　継続
（改善）

所管課評価のとおり、国の動向を踏まえた下水道区域
の見直し時に、補助金制度のあり方を検討する必要が
あるため。

93

15 補助金 下水道課 融資あっせん利子補給金
Ｂ　継続
（改善）

水洗式トイレの普及促進によって環境衛生の向上が期
待されるため、近隣自治体も制度は維持し、下水道接
続等汚水処理の普及方策としている。新たに暴力団排
除事項を盛り込んだ要綱改正は行いました。国の重点
計画において下水道整備に係る国庫等補助支援の強
化期限が令和8年度までであり、令和9年度以降の国
庫補助の状況により下水道区域の見直し状況を鑑み、
制度について検討していく。

Ｂ　継続
（改善）

所管課評価のとおり、国の動向を踏まえた下水道区域
の見直し時に、補助金制度のあり方を検討する必要が
あるため。

95

16 補助金 学校教育課
小・中学校選手派遣事業

補助金
Ｂ　継続
（改善）

児童生徒の心身の健全な育成のため、部活動に係る
費用を補助することは有効である。ただし、補助金を
適切に交付するため、部活動大会のあり方などを考慮
しながら補助対象項目の整理を行う必要がある。

Ｂ　継続
（改善）

前回検証時の指摘を受け、支出科目の見直しを行って
いるが、部活動の地域移行の状況やそれに伴う近隣市
等の補助項目・水準も検討のうえ、補助制度の整理を
行う必要があるため。

97
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所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
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1 負担金 地域福祉課 各種研修会負担金
Ｅ　支出

科目
変更

他市の動向を参考にした結果、市内地域包括支援セン
ター3箇所に配属（予定）の認知症初期集中支援チーム
員及び認知症地域支援推進員の研修負担金について
は認知症支援推進員設置業務委託料に含む形で見直
しを検討していく。

Ｅ　支出
科目
変更

所管課評価のとおり、認知症支援推進員設置業務に必
要な経費として委託料での支出へ変更することが妥当
であるため。

99

№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

1 補助金 産業観光課
日進市ふるさと納税活用

映像制作応援助成金
Ｆ　期間
限定

市制30周年を記念したものとして助成金交付を実施
するもの。今後の映像作品の撮影支援としては、今回
の実績を踏まえ、フィルムコミッションへの加盟なども
含め総合的に検討していく。

Ｆ　期間限
定

所管課による評価のとおり、本補助制度による助成は
本作品に限定し、映像作品の撮影支援等を検討する場
合は、別途、ガイドラインに基づき、導入可否を検証す
ること。

101

№ 種別 所管課 補助金等名
所管課
評価

所管課判断理由
評価
結果

評価理由
個別

チェックシート
該当ページ

1 負担金 環境課
愛知県地球温暖化防止活
動推進センター負担金

Ｇ　廃止

愛知県地球温暖化防止活動推進センターの会員とな
ることで得られるものは、会員間の情報交換等限定的
なものである。また、地球温暖化対策を目的とする組
織体は他にもあり、取捨選択する必要がある。

Ｇ　廃止
近隣市等の状況でも加入していない自治体も多数あ
り、所管課による評価のとおり、廃止が妥当である。

103

2 負担金 市街地整備課
日進市土地区画整理協議

会負担金
Ｇ　廃止

コロナ禍以降遠方への研修を控えており、市及び組合
への負担金の徴収を停止し、事業費がかからない方法
で協議会を実施できており、事業見直しが必要であ
る。

Ｇ　廃止
所管課評価のとおり、事業見直し後も適切に協議会運
営は実施できており、本負担金は廃止が妥当である。

105

3 負担金 市街地整備課
街づくり区画整理協会負

担金
Ｇ　廃止

近隣市町で非加入の団体もあり、区画整理に関して無
償で支援を頂ける公益財団法人が存在するため、事業
見直しが必要である。

Ｇ　廃止
所管課評価のとおり、区画整理にかかる必要な支援等
を受けることができる類似事業があるため、本負担金
は廃止することが妥当である。

107

期間限定（F評価）

廃止（G評価）

支出科目変更（E評価）
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1 負担金 都市計画課 東部丘陵保全対策負担金 Ａ　継続
日進市緑の基本計画にも東部丘陵の保全が位置づけ
られており、地域住民の参加による保全活動は引き続
き必要である。

Ａ　継続
所管課による評価のとおり、住民参加による保全活動
によって、東部丘陵に生息する貴重な植物等の保全に
効果があると認められるため。

109

2 負担金
都市計画課
移動政策室

市内巡回バス事業負担金 Ａ　継続
市民の生活交通の利便性を確保するために必要であ
り継続する

Ａ　継続
市内巡回バスくるりんばすの運行にかかる経費の不足
分相当額に対する負担金であり、市民の生活交通の利
便性を確保するために必要と認められるため。

111

3 負担金 地域共生課
日本非核宣言自治体協議

会負担金
Ａ　継続

単独では活動できない事業であり、非核協からの情報
提供や展示のための資材の貸し出しにより、市民に広
く周知でき、非核平和推進事業の推進につながってい
るため。

Ａ　継続
所管課による評価のとおり、非核都市宣言を実施した
自治体間との連携による非核平和の事業推進につな
がっているため、継続が妥当である。

113

4 負担金 市民課
地方公共団体情報システ

ム機構負担金
Ａ　継続

コンビニ交付の件数は伸びており、利用者の評判も良
いため

Ａ　継続
マイナンバーカードによるコンビニエンスストア等での
住民票等交付のためには、必須の負担金である。交付
件数は、着実に増加しているため、継続が妥当である。

115

5 負担金 産業観光課
日本貿易振興機構運営分

担金
Ａ　継続

市内中小企業において、輸出入、外国人材雇用、世界
情勢の情報収集などジェトロの支援を受ける機会は増
加すると考える。また共催セミナーを通じて、市内企業
等の海外展開等の発展やその際の課題解決が見込め
る。

Ａ　継続

令和５年度から開始した負担金であり、補助効果指標
（市とジェトロによる共催セミナーの参加企業数）の推
移を注視しながら、次回検証時には継続可否を判断す
る必要がある。

117

6 負担金 産業観光課
愛知県スタートアップ支援

事業負担金
Ａ　継続

STATION Ai入居自治体は増加しており、スタート
アップ企業と共創・連携することで地域課題解決や市
内の小規模企業等の振興が見込めるため。

Ａ　継続

令和６年度から開始した負担金であり、補助効果指標
（STATION Aiと連携しているスタートアップ企業と
市等の協働事業件数）の推移を注視しながら、次回検
証時には継続可否を判断する必要がある。

119

7 負担金 環境課
中部圏水素・アンモニア社
会実装推進会議負担金

Ａ　継続

中部圏水素・アンモニア社会実装推進会議は、2050
年カーボンニュートラル実現に向けて、中部圏におい
て水素及びアンモニアの社会実装を地元自治体や経
済団体などが一体となって実施することを目的として
設立されており、同会議に参加することで、会員であ
る経済団体、民間企業、自治体との情報共有や最新の
情報を得ることができ、継続することで本市のゼロ
カーボンシティの実現に向けて効果を発揮するもので
あるため。

Ａ　継続

自治体のみならず、経済団体等との情報共有等を図る
ことができる推進会議であり、ゼロカーボンシティの
実現に向けて一定の効果があると認められる。令和６
年度からの加入であり、加入効果を評価するために
も、継続することが妥当である。

121

8 負担金 健康課
日進市任意予防接種費補

助金
Ａ　継続

予防接種を推進し、疾病のまん延を防止するためには
必要と考える。

Ａ　継続
他自治体の取組状況との整合性も図られており、疾病
等のまん延防止に効果が認められるため。

123

9 負担金 健康課
健康マイレージアプリ負担

金
Ａ　継続

アプリ登録者数は年々増加しており、健康への関心や
健康づくりに取り組む市民の増加があるため継続す
る。

Ａ　継続
毎年度の交付金額に大きな変動がないなか、補助効
果指標は向上しており、補助目的を達成するのに効果
的な補助金と認められるため。

125

10 負担金 健康課

栄養士会負担金（愛知県
栄養士会負担金、愛知県
保健行政栄養士連絡協議
会負担金、管内栄養士会

負担金）

Ａ　継続

全国的なネットワークのなかで最新情報を取得し、研
修受講などの機会を得ることは配置数の少ない職種
である管理栄養士の効率的な研修に有用であり、複雑
かつ多様化する市民ニーズに応えるために負担が必
要であると考えます。また、地域の栄養士会で共に課
題に取り組むことで栄養業務の効率化を図ることがで
きるだけでなく災害時に備えた体制整備に寄与するこ
とから引き続き負担が必要であると考えます。

Ａ　継続

公立病院を有さず、職員配置数が少数である本市の状
況においては、災害対応等を含め多岐に渡る対応が可
能である管理栄養士の育成が求められており、その育
成に効果が認められるため。

127

継続（A評価）
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11 負担金 保育課

保育園栄養士研究会負担
金（愛知県栄養士会負担
金、瀬戸保健所管内栄養
士会、瀬戸保健所管内保
育所栄養士会負担金）

Ａ　継続

３つの栄養士会はそれぞれの地域や部門ごとに独立し
た組織であり、それぞれの会に所属し専門職としての
技術の向上を継続的に図り、研修に参加することは有
益と考えます。

Ａ　継続

職員数の少ない職種である栄養士の特徴を考慮する
と、得られる情報の異なる栄養士会に属し、多様な交
流や情報交換を行うことで、栄養士の資質向上及び保
育所の栄養改善に一定の効果があると認められるた
め。

129

12 負担金 保育課 愛知県保育士会会費 Ａ　継続
専門職としての技術の向上を継続的に図るため、会に
所属し最新の情報を獲得、また研修に参加することは
有益と考えます。

Ａ　継続
近隣自治体の保育士も所属しており、情報共有や連携
が図られることで、保育士の専門性が高まり、保育の
質向上に効果があると認められるため。

131

13 負担金 保育課
日本スポーツ振興セン

ター掛金
Ａ　継続

掛金は低額で保障内容は充実しており、保育園で発生
した災害給付に適しているため。

Ａ　継続

保育園管理下で起きた災害に関する給付を補償する
ための災害共済制度であるため、近隣自治体において
も掛金負担は実施されており、継続することが妥当で
ある。

133

14 負担金 保育課
愛知県社会福祉協議会保

育部会会費
Ａ　継続

県内他自治体の多くの保育所が加入する会に所属し、
情報共有や交流を深めることは、本市の保育の質の向
上のために有益と考えます。

Ａ　継続
近隣市等も加入しており、所管課による評価のとお
り、他自治体との情報共有等により、保育の質の向上
に資するものであると認められるため。

135

15 負担金 下水道課
排水設備指定業者登録等

事務共同化負担金
Ａ　継続

令和５年１０月に共同化を開始しており、令和６年度現
在で愛知県内の２０の市町が参加している。また、事業
者の申請方法については市ＨＰで案内・周知を行って
いる。事業者の負担軽減とあわせて、本市の事務の効
率化も図ることができるため、適切な負担金であると
考えます。

Ａ　継続
近隣市も共同化の枠組みに参加しており、事業者の負
担軽減及び本市の事務効率化につながる効果的な負
担金であるため。

137

16 負担金 学校教育課
日本スポーツ振興セン

ター掛金（中学校）
Ａ　継続

本負担金は学校管理下で起きた災害に関する給付を
補償するための掛金を負担するものであり、生徒の健
全な発達と保護者の負担軽減に有効なものであるた
め。

Ａ　継続

学校管理下で起きた災害に関する給付を補償するた
めの災害共済制度であるため、近隣自治体においても
掛金負担は実施されており、継続することが妥当であ
る。

139

17 負担金 学校教育課
日本スポーツ振興セン

ター掛金（小学校）
Ａ　継続

本負担金は学校管理下で起きた災害に関する給付を
補償するための掛金を負担するものであり、児童の健
全な発達と保護者の負担軽減に有効なものであるた
め。

Ａ　継続

学校管理下で起きた災害に関する給付を補償するた
めの災害共済制度であるため、近隣自治体においても
掛金負担は実施されており、継続することが妥当であ
る。

141

18 負担金 学校教育課
校外学習入場料負担金

（中学校）
Ａ　継続

校外学習等で生徒と共に施設に入場することは、学校
教職員の業務上必要であり、それにかかる費用を市が
負担するものであるため。

Ａ　継続
負担対象経費は、校外学習等に必要となる学校教職員
が支払う施設入場料に限定されており、業務上必要な
経費を負担するものであり、継続が妥当である。

143

19 負担金 学校教育課
校外学習入場料負担金

（小学校）
Ａ　継続

校外学習等で児童生徒と共に施設に入場することは、
学校教職員の業務上必要であり、それにかかる費用を
市が負担するものであるため。

Ａ　継続
負担対象経費は、校外学習等に必要となる学校教職員
が支払う施設入場料に限定されており、業務上必要な
経費を負担するものであり、継続が妥当である。

145

20 補助金 学び支援課 日進市指定文化財補助金 Ａ　継続
市指定文化財を適切に保護・管理する上で必要な補助
金であり、継続的な補助が必要とされるため。

Ａ　継続
市指定文化財の保護に必要な経費に対する補助制度
であり、他自治体との取組との整合性も図られてお
り、継続することが妥当である。

147

21 補助金 学び支援課
日進市少年少女発明クラ

ブ補助金
Ａ　継続

児童にとって学校では体験できない、高度で実践的な
理科教育の場であり、科学的発想や創造性豊かな人材
を育成するための事業として継続するには、指導員確
保や備品等の経費に補助が必要であるため。

Ａ　継続

講師謝礼や教材費等を対象とした補助金であり、児童
に科学的な興味、関心を追求する場を提供できてお
り、補助効果指標も安定して推移していることから、継
続が妥当である。

149

22 補助金 都市計画課
ブロック塀等撤去費補助

金
Ａ　継続

市民の生命等を守るため、引き続き倒壊のおそれがあ
るブロック塀等撤去の促進を図っていく。国・県の補助
水準及び他市町村との均衡性を保てるよう、関係機関
の動向を注視していく。

Ａ　継続

他自治体の取組状況との整合性も図られた補助制度
であり、ブロック塀等を撤去することで、市民の生命・
身体等を保護することに寄与する公益性が高い事業
であり、継続が妥当である。

151
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23 補助金 都市計画課 空家等利活用補助金 Ａ　継続

市民の良好な生活環境の向上を図るため、不良住宅と
化した空家の除却及び空家の利活用を促進する必要
があるほか、空家バンク事業を公益社団法人愛知県宅
地建物取引業協会に移管し、登録件数の増加を図る。
R7年度より空家等対策の連携協力の見直しを行った
ことによる効果を検証するとともに、動向を注視して
いく。

Ａ　継続

補助効果指標の向上に向けた事業見直しを実施して
おり、今後の動向を注視する必要はあるが、周辺環境
に影響を及ぼす不良空家の除却及び空家の流通に一
定の効果が認められるため、継続が妥当である。

153

24 補助金 都市計画課
耐震改修費等補助事業補

助金
Ａ　継続

市民の生命等を守るため、引き続き住宅・建築物の耐
震化促進を図っていく。国・県の補助水準及び他市町
村との均衡性を保てるよう、関係機関の動向を注視し
ていく。

Ａ　継続
補助効果指標も向上している補助事業であり、耐震化
促進により、震災から市民の生命及び財産を守ること
につながるため。

155

25 補助金
都市計画課
移動政策室

バス路線維持対策費補助
金

Ａ　継続
地域に必要な公共交通を維持し、市民の日常生活に必
要な交通手段の確保を図るために必要であり継続す
る。

Ａ　継続
対象路線である名鉄バス日進中央線は、市民の日常生
活に必要な路線であり、路線維持のために運行経費の
不足分の補助継続が必要であるため。

157

26 補助金 介護福祉課
認知症高齢者等位置情報
提供サービス費用助成金

Ａ　継続
GPS端末の活用により効果的な家族支援ができてお
り、今後も認知症高齢者の増加に伴い、その家族介護
者も増加が見込まれることから必要性は高い。

Ａ　継続
認知症高齢者の早期発見及び安全の確保につながる
補助制度であり、他自治体でも同様の取組が実施され
ている点からも制度継続が妥当である。

159

27 補助金 地域共生課
日進市国際交流協会補助

金
Ａ　継続

国際交流や多文化共生を担う唯一の団体であり、補助
金交付の中止で団体の活動不全を起こすと、市の国際
交流及び多文化共生の推進が滞る懸念があることか
ら補助金の継続は必要である。補助事業の内、事業費
補助の委託化も検討をしたが、決算状況からも自立で
きる団体ではなく、事業の委託化は困難であると考え
る。実情として、各事業を含めた補助金の方が委託よ
りも経済性が高く、団体の継続的な維持にも効果的で
あると考える。

Ａ　継続

国際交流や多文化共生推進活動に対する事業費補助
部分は継続が妥当である。また、団体運営補助部分の
縮小に向けた委託化の検討も実施されるとともに、他
自体体でも国際交流協会に対する補助制度が存続し
ている点からも継続が妥当である。

161

28 補助金 地域共生課
市民まつり開催委員会補

助金
Ａ　継続

市民まつりは、以前はそれぞれ独立して開催していた
まつり（産業まつりなどの５つのまつり）を統合したも
のであり、平成29年度に大きく配置等を変更するな
ど、改善しながら継続してきている。コロナ禍後は、各
まつりの工夫により年々来場者が増加している。安全
安心に市民が交流でき、各まつりにおける特色ある企
画を実施することで本市を大きくＰＲすることができ
るまつりとなっているため継続する必要がある。

Ａ　継続

所管課による評価のとおり、補助効果指標は上昇して
おり、多くの市民が様々な体験を通して、お互いの交
流のきっかけとなるイベントとなってなり、継続するこ
とが妥当である。

163

29 補助金 防災安全課
感震ブレーカー設置事業

補助金
Ａ　継続

令和４年度から開始した事業であり、能登半島地震や
南海トラフ臨時情報発表など、市民の防災意識も高
まっている中、申請者も増加していることから適正な
補助と考える。

Ａ　継続
所管課による評価のとおり、感震ブレーカー設置は防
災対策として有効であり、補助効果指標も上昇傾向で
あることから、継続が妥当である。

165

30 補助金 防災安全課
日進市特殊詐欺対策装置

購入費補助金
Ａ　継続

愛知県との協調事業であり、市民からの問い合わせも
多く、申請件数も年々増加していることから防犯意識
の向上に寄与していると考えられるため。

Ａ　継続
所管課による評価のとおり、高齢者の特殊詐欺被害の
未然防止につながる事業であり、他自治体でも同様の
制度を有することから、継続することが妥当である。

167

31 補助金 防災安全課
日進市自転車乗車用ヘル

メット購入費補助金
Ａ　継続

愛知県との協調事業として実施しており、県内の全市
町村が同様の補助を実施している。県の動きを注視し
ながら終期を設定する予定である。

Ａ　継続

所管課による評価のとおり、愛知県全体で実施してい
る交通安全意識の向上につながる事業であるため、愛
知県の動きを注視しながら、継続することが妥当であ
る。

169

32 補助金 農政課
有害鳥獣被害防止対策補

助金
Ａ　継続

有害獣対策として罠を設置するなど市でも対策をして
いるが、年々、有害獣の捕獲頭数は増えており、行政
だけでは対策が追いつかない状況にある。市民が自ら
被害防止の対策をするにあたり、有効な補助制度とし
て機能しているため。

Ａ　継続

補助効果（イノシシ捕獲頭数）は向上しており、有害鳥
獣による農作物の被害抑制に効果を発揮している。補
助効果につながる経費に限定した事業費補助金であ
り、継続が妥当である。

171
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33 補助金 農政課
新規就農者育成総合対策

補助金
Ａ　継続

国の動向も踏まえて、メニューの見直しをしつつ、新た
に農業に取り組む者の確保・育成していく必要がある
ため。

Ａ　継続
就農直後の経営確立に資するため、国の実施要綱に合
わせて実施する補助制度であり、近隣市等も同様の制
度を有しており、継続が妥当である。

173

34 補助金 農政課
水田農業経営所得安定対

策推進事業補助金
Ａ　継続

経営所得安定対策の推進のため、本市の産地戦略を
定め、農業者を支援するなどの役割を担う協議会の運
営に必要な経費を補助することは有効であると考え
る。

Ａ　継続
農業者の経営の安定につながる経営所得安定対策等
推進事業に対する補助制度であり、他自治体の取組状
況との整合性の観点からも継続が妥当である。

175

35 補助金 農政課
農業団体活動費補助事業
（営農組合活動実施事業）

Ａ　継続

令和６年度に見直しを行い、使途が不明確だった均等
割を廃止した。また、補助を実施しない場合、農家に書
類を配布する事務負担と費用の増加、農業用施設の維
持管理費用（草刈り、浚渫など）が増大してしまうた
め。

Ａ　継続

所管課評価のとおり、団体ごとの均等割を廃止し、活
動内容に応じた事業費補助制度への転換が図られて
いる。農業用施設の維持及び市の経費削減にもつなが
る補助制度であり、継続が妥当である。

177

36 補助金 産業観光課
商工会経営改善普及事業

補助金
Ａ　継続

小規模事業者を始めとする中小企業の経営基盤の強
化、地域商工業の振興、雇用の安定に寄与するために
必要である。

Ａ　継続

小規模事業者の経営又は技術の改善発達のために行
う事業（経営改善普及事業）に要する経費に対する補
助金である。他自治体でも同様な取組がされており、
経営の合理化等による持続的な事業発展を支援する
ため、継続が妥当である。

179

37 補助金 産業観光課 産業立地促進奨励金 Ａ　継続

R5年度に新たに制定した補助金であり、R7年当初時
点で2件の交付決定がされている。今後も活用が期待
されるため、現時点で見直しの必要はないと思われ
る。

Ａ　継続

近隣自治体と比較し、充実した補助メニューを設定し
た補助制度であり、所管課による評価のとおり、交付
決定にもつながっており、継続が妥当である。ただし、
継続にあたっては、県内自治体の動向を注視していく
必要がある。

181

38 補助金 産業観光課 信用保証料補助金 Ａ　継続
中小企業の発展のため、信用力の担保となる信用保証
料の一部を助成することは企業の事業拡大や経営維
持のために不可欠であるため。

Ａ　継続

他自治体でも同様の取組が行われており、令和３年度
には交付対象を明確化する見直しが図られた補助制
度である。中小企業の発展や経営維持のために継続す
ることが妥当である。

183

39 補助金 産業観光課
産業まつり開催委員会補

助金
Ａ　継続

日進市の産業をまつりとして広くPRすることで、友好
自治体との交流や、商工業者の日ごろの成果を発表す
る場として十分な効果が得られているため継続してい
く。

Ａ　継続
産業まつり開催委員会に対し、会場設営及び撤去に要
する経費等の開催に必要な経費を補助するものであ
り、所管課による評価のとおり、継続が妥当である。

185

40 補助金 産業観光課 企業再投資促進補助金 Ａ　継続
愛知県補助金との共同補助のため、県の要綱改正時
には、市の要綱改正の必要がある。

Ａ　継続

他自治体でも同様の取組が行われている愛知県と連
携した補助制度であり、継続が妥当である。ただし、継
続にあたっては、市独自の上乗せ部分を含め、愛知県・
県内自治体の動向を注視していく必要がある。

187

41 補助金 子育て支援課 大学等受験料等補助金 Ａ　継続 令和７年度開始の事業のため Ａ　継続
令和７年度開始の補助制度であり、貧困の連鎖を防止
する観点から、大学等受験料の補助を実施するもので
あり、公益性が認められる補助制度である。

189

42 補助金 子育て支援課
放課後児童健全育成事業

補助金
Ａ　継続

子ども子育て支援法に基づき実施するものであり、市
内の就労世帯にとって必要な事業であるため、民間児
童クラブの安定経営を補助する必要があるため。

Ａ　継続

所管課による評価のとおり、放課後の子どもの居場所
を継続的に確保するのに必要であり、市が実施すべき
性質の強い事業を団体等が行っている場合に、その経
費を補助する負担的補助であり、継続が必要である。

191

43 補助金 子育て支援課 模擬試験受験料等補助金 Ａ　継続 令和７年度開始の事業のため Ａ　継続

令和７年度開始の補助制度であり、貧困の連鎖を防止
する観点から、進学のための受験に向けた模擬試験の
受験料の補助を実施するものであり、公益性が認めら
れる補助制度である。

193

44 補助金 環境課 犬猫避妊等手術費助成金 Ａ　継続

動物死体処理件数も減っており、継続して行うことに
より効果を発揮する事業であるため見直しはしない
が、この他に目的を実現できる事業がないか検討進め
る。

Ａ　継続
補助対象者の要件見直しを実施しており、補助効果指
標も改善傾向にある。継続的実施による効果が認めら
れる補助事業であり、継続が妥当である。

195
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45 補助金 環境課
スズメバチ類の巣駆除費

助成金
Ａ　継続

市民生活の危険を最少限に留める為に必要な事業で
あるため。児童生徒の通学路や歩道に面しているケー
スもあり、早期の除去に向けて意思決定の一助になっ
ていると考えるため。

Ａ　継続

他自治体でも同様の取組が行われており、補助制度が
あることが、市民生活に危険を及ぼす恐れのあるスズ
メバチ類の巣の積極的な除去につながっていると認
められるため。

197

46 補助金 健康課
がん患者アピアランスケ
ア用品購入費助成事業

Ａ　継続
県の補助事業に合わせて実施しているもので、がんと
診断された市民の社会参加と生活支援のために継続
して実施する。

Ａ　継続
他自治体との取組状況との整合性が図られた助成内
容であり、がん患者の経済的負担を軽減することは公
益性が認められるため。

199

47 補助金 健康課 予防接種助成金 Ａ　継続
予防接種を推進し、疾病のまん延を防止するためには
必要と考える。

Ａ　継続
他自治体の取組状況との整合性も図られており、疾病
等のまん延防止に効果が認められるため。

201

48 補助金 健康課
休日急病診療所運営費補

助金
Ａ　継続

毎月の実績報告を受け、また帳簿の確認等も定期的に
実施し、適切かつ安定的な運営ができていることを確
認している。

Ａ　継続
患者数変動の影響を受けず、安定的な運営をするため
に、必要な補助であり、休日における急病患者に対す
る適正な医療体制の確保につながっているため。

203

49 補助金 健康課
日進市若年がん患者在宅

療養費補助金
Ａ　継続

県の補助事業に合わせ横出し上乗せすることなく実施
するもので、県下約９割の自治体（46自治体）で当該
事業を実施していることから、引き続き療養生活の経
済的支援のため実施する。

Ａ　継続
令和５年度から開始した県の補助事業に合わせ実施し
た補助制度であり、補助終期時点で補助効果の推移を
注視する必要がある。

205

50 補助金 保育課
認可保育所等整備費補助
金・小規模保育事業施設

整備費補助金
Ａ　継続

保育需要の受け皿の確保及び安全安心な保育に資す
るとともに財政面でも有利なものであるため。ただ
し、地域の保育需要の変化等を見越し、根拠となる整
備計画自体の見直しは必要と考えている。

Ａ　継続

国の補助制度に合わせた制度であるため、他自治体に
おいても同様の取組が行われており、保育需要の受け
皿確保が必要である本市においては、継続が妥当であ
る。

207

51 補助金 地域福祉課
住民主体による介護予
防・生活支援サービス事

業補助金(訪問型)
Ａ　継続

要支援者の重度化（要介護1～5への移行）の防止・地
域で自立した生活が継続すための支援を図るため、身
近な地域における介護予防の場づくりは今後より重要
になることから、地域住民やNPO団体等による事業
実施を補助する仕組みは必要であるため。

Ａ　継続

令和５年度から新設された補助事業であるため、今後
の補助効果指標の推移を注視する必要はあるが、地域
住民等の多様な主体が参画して行う介護予防サービ
スに対して補助を行うことで、地域包括ケアシステム
の一層の整備につながっているため。

209

52 補助金 地域福祉課 認知症カフェ推進補助金 Ａ　継続
認知症高齢者及び家族を地域で見守り支え合う体制
づくりを進めるために、事業実施に係る経費を補助す
ることは必要であるため。

Ａ　継続

地域包括ケアシステムの一層の整備を進めるため、認
知症カフェの実施にあたって必要な経費を補助するも
のであり、継続した補助が必要であると認められるた
め。

211

53 補助金 地域福祉課
介護予防・生活支援サー
ビス事業補助金（移動支

援）
Ａ　継続

要支援者の重度化（要介護1～5への移行）の防止・地
域で自立した生活が継続すための支援を図るため、身
近な地域における介護予防の場づくりは今後より重要
になることから、地域住民やNPO団体等による事業
実施を補助する仕組みは必要であるため。

Ａ　継続

令和５年度から新設された補助事業であるが、補助効
果指標は上昇しており、地域住民等の多様な主体が参
画して行う介護予防サービスに対して補助を行うこと
で、地域包括ケアシステムの一層の整備につながって
いるため。

213

54 補助金 地域福祉課
 障害者等レクリエーション
文化活動等支援事業補助

金
Ａ　継続

障害者・児の社会活動参加の促進を支援していく方法
として、当事者団体や市民団体が創意工夫した事業に
補助を行うことで進めていくことは適切と考えるた
め、本事業の実施においては補助事業の継続がより効
果的であると考える。

Ａ　継続
交付件数、補助効果指標も上昇しており、障害者等の
自立と社会活動参加の促進につながる効果的な補助
金と認められるため。

215

55 補助金 地域福祉課
介護人材資質向上事業補

助金
Ａ　継続

令和４年度以来、市内事業者の制度認知が広がった結
果、年々補助金活用事例が増加し、介護人材の確保に
一定の効果を認められる補助事業となっているため。

Ａ　継続
令和４年度新設の補助金であり、市内介護事業者の事
業継続支援につながるとともに、制度周知に伴い、補
助効果指標も増加傾向であるため。

217

56 補助金 地域福祉課
住民主体による介護予
防・生活支援サービス事

業補助金（通所型）
Ａ　継続

要支援者の重度化（要介護1～5への移行）の防止・地
域で自立した生活が継続すための支援を図るため、身
近な地域における介護予防の場づくりは今後より重要
になることから、地域住民やNPO団体等による事業
実施を補助する仕組みは必要であるため。

Ａ　継続

令和５年度から新設された補助事業であるが、補助効
果指標は上昇しており、地域住民等の多様な主体が参
画して行う介護予防サービスに対して補助を行うこと
で、地域包括ケアシステムの一層の整備につながって
いるため。

219

57 補助金 道路河川課
狭あい道路対策事業補助

金
Ａ　継続

　道路後退用地の寄附件数は、建築される土地の接道
状況により変動があるため件数のみで効果は測定で
きないが、二重経費の解消により市の支出は減り、ま
た補助金により土地所有者の負担軽減の一助となっ
ている。

Ａ　継続

土地所有者の負担軽減になるとともに、市の経費削減
にも効果がある補助金であり、狭あい道路の解消によ
り、災害時における安全の確保等の推進につながって
いるため。
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58 補助金 市街地整備課
日進市土地区画整理事業

補助金
Ａ　継続

香久山西部土地区画整理組合への補助は令和６年度
から７年度に繰越明許をおこなった額で完了となる。
今後、新たに区画整理組合が設立した場合には、条例・
規則に基づき補助金交付の判断を行う必要がある。

Ａ　継続

他自治体との取組状況との整合性も図られた補助金
であり、組合が実施する都市基盤整備に対し、補助す
ることで地域の生活環境を向上させることにつながっ
ているため。

223

59 補助金 市街地整備課
緑の街並み推進事業補助

金
Ａ　継続

緑化の推進は総合計画の将来像として「人とみどりを
大切にするまち」を実現するための施策の一つとして
挙げられている。また、補助金利用実績は伸びており、
市民のニーズは高まっていると思われるため。

Ａ　継続

愛知県の間接補助事業であり、近隣市においても同様
の補助制度を有している。補助交付件数は増加傾向に
あり、市民ニーズに適合するとともに、緑化の推進に
効果があると認められるため。

225

60 補助金 学習政策課
日進市外国人学校修学援

助補助金
Ａ　継続

国籍を問わず教育を受ける権利は普遍的なものであ
り、保護者への負担軽減は教育機会の確保に効果的で
ある。また、近隣市と同額であることから、適正な補助
であると考えられる。

Ａ　継続

令和２年度に暴力団排除等の要件追加による補助対
象者の適正化が図られた補助制度であり、他自治体の
取組状況との整合性の観点からも継続することが妥
当である。

227

61 補助金 学校教育課
バス通学児童交通費補助

金
Ａ　継続

本制度については、児童の通学にかかる保護者の経済
的負担の均衡のために必要であり、継続する。

Ａ　継続

通学距離が４ｋｍ以上の遠距離通学をする者が通学の
ため必要とする通学定期代に補助対象経費は限定さ
れており、保護者の経済的負担の均衡を図るために
は、継続することが妥当な補助制度である。

229

62 補助金 学校教育課
日進市立小中学校病児・
肢体不自由児修学旅行等

補助金
Ａ　継続

市内の小中学校に通学する病児・肢体不自由児が修学
旅行等の学校教育活動に安心かつ安全に参加できる
ようにし、かつ、保護者負担を軽減するために本補助
金は必要なものと考える。

Ａ　継続

補助対象経費は、健常の児童生徒が支払うべき費用と
の差額に限定されており、病児・肢体不自由児が修学
旅行等の学校教育活動に安心かつ安全に参加するた
めに、必要な補助制度と認められるため。

231

63 補助金 学校教育課
日進市立小学校通学指導
ボランティア支援事業補

助金
Ａ　継続

児童の登下校時の安全を確保するには、教員、家庭の
みならず、地域住民の協力が必要である。通学指導ボ
ランティアにつき、継続して地域住民の協力を得るた
めに本補助金は有効であり、必要なものと考える。

Ａ　継続

近隣市等では補助制度は存在しないが、児童の登下校
時の安全確保のため、通学指導ボランティア活動を助
長・奨励するための補助金は、市民ニーズを満たし、公
益性が高いと認められるため。

233

64 交付金 防災安全課
日進市交通安全推進事業

費交付金
Ａ　継続

市内の交通安全、子どもたちの交通安全に対する啓も
う活動となっており、必要な交付であるため。

Ａ　継続
継続的な交通安全啓もう活動を行う愛知警察署管内
において唯一である、交通少年団活動の運営に必要な
交付金であり、継続が妥当である。

235

65 交付金 防災安全課 日進市消防団交付金 Ａ　継続
地域防災の要である消防団であるため、継続してい
く。

Ａ　継続
消防団活動に必要となる消防操法訓練及び地域防火
防災啓発活動にかかる経費を交付するものであり、継
続が妥当である。

237

66 交付金 農政課
環境保全型農業直接支払

交付金
Ａ　継続

国の動向も踏まえて、メニューの見直しをしつつ、環境
負荷低減、有機農業を支援する取組として継続的な支
援していく必要があると考える。

Ａ　継続

所管課による評価のとおり、環境負荷低減、有機農業
を支援する取組として継続的な支援が必要であり、補
助効果指標も向上しており、継続することが妥当であ
る。

239

67 扶助費 介護福祉課
原子爆弾被爆者健康管理

手当
Ａ　継続

原子爆弾に被爆したことによる負担の軽減の一助とし
て、手当を支給することで、健康保持及び福祉の向上
を図ることができている。

Ａ　継続
所管課による評価のとおり、被爆したため健康に障害
や不安がある者の健康保持や福祉の向上につながる
ため、継続が妥当である。

241

68 扶助費 介護福祉課 在日外国人福祉給付金 Ａ　継続

国の制度上、国民年金に加入することができなかった
在日外国人高齢者・障害者に福祉給付金を支給するこ
とにより、自立した生活を支援し、福祉の向上を図るこ
とができている。

Ａ　継続
他自治体でも同様の制度を実施しており、国民年金の
給付を受けることができない在日外国人高齢者・障害
者の自立した生活の支援につながる制度であるため。

243

69 扶助費 介護福祉課
障害者タクシー料金助成

事業
Ａ　継続

平成29年度にリフト付タクシー助成を創設し令和5年
度にリフト車利用助成額を増額し、リフト車利用者によ
る利用件数が増加傾向にあることから、より移動が困
難な方の外出機会の拡大を図ることに一定の効果が
みられるため。

Ａ　継続
外出支援により障害者の社会参加促進につながる制
度であり、他自治体でも同様の取組が実施されている
点からも制度継続が妥当である。

245

70 扶助費 子育て支援課
ひとり親家庭等手当助成

金
Ａ　継続

手当の見直しとともに自立に向けた支援策を組み合
わせ、一定期間、手当を支給することにより、ひとり親
家庭等の生活の安定と児童の健全育成や自立支援に
つながっており、一定の成果があるため。

Ａ　継続

所管課による評価のとおり、手当の見直し（所得制限、
支給期間の設定）とともに自立に向けた支援策を組み
合わせることで、ひとり親等家庭の生活の安定と児童
の健全育成を図ることにつながっているため、継続が
妥当である。

247
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71 扶助費 地域福祉課 災害見舞金 Ａ　継続

被災された方への見舞金となるが、口座等復活までの
当座の生活資金に充てる金銭としての性格が強い。基
準については見直し検討の余地はあるが①近隣市と
比較し大きな差がない事。②物価高の折に、被災によ
り困窮した者の生活に直結する金銭の減額はし難い
事。の２点より、①②の状況に変化が生じない限りは、
現行基準額を維持しながら継続して行きたいと考え
る。

Ａ　継続

災害により被害を受けた市民を対象とした見舞金であ
り、他自治体の取組状況と大きな相違点もないため、
所管課による評価のとおり、現行基準での継続が妥当
と考える。

249

72 扶助費 保険年金課
日進市国民健康保険成人

歯周疾患検診助成金
Ａ　継続

歯周病予防は、生活習慣病の予防に有効であるとされ
ており、生活習慣病の重症化予防を推進していく国保
施策と合致するものであるため保険者努力支援制度
補助金の指標の一つとして加点対象となっており、歯
周病健診を実施することが推奨されているため事業
を継続する。

Ａ　継続
生活習慣病予防につながる歯周疾患の早期発見・治療
に有効であり、効果指標である受診率の目標１５％に
向けて継続した助成が必要と認められるため。

251

73 扶助費 保険年金課
医療費助成金

（子ども医療費）
Ａ　継続

県内すべての市町村が中学校卒業までの子どもに対
する助成を実施しており、高校生世代を含めても約９
割の市町村で同様の制度がある。制度を廃止し経済的
負担を強いることは、実施目的にも合致しないため継
続する。

Ａ　継続
所管課評価のとおり、他自治体との取組状況との整合
性も図られた助成金であり、継続することが妥当であ
る。

253

74 扶助費 保険年金課
医療費助成金

（精神障害者医療費）
Ａ　継続

愛知県内では、約９割の市町村で同様の制度があり、
制度を廃止し経済的負担を強いることは実施目的に
合致しないため継続する。

Ａ　継続
所管課評価のとおり、他自治体との取組状況との整合
性も図られた助成金であり、継続することが妥当であ
る。

255

75 扶助費 学校教育課
特別支援教育就学奨励費

（中学校）
Ａ　継続

保護者の経済的負担軽減、ひいては学校徴収金の滞
納減少につながる制度であるため。

Ａ　継続
所得制限を設けた奨励費であり、他自治体との取組と
の均衡も図られていることから、保護者の経済的負担
の軽減のため、継続が妥当である。

257

76 扶助費 学校教育課
特別支援教育就学奨励費

（小学校）
Ａ　継続

保護者の経済的負担軽減、ひいては学校徴収金の滞
納減少につながる制度であるため。

Ａ　継続
所得制限を設けた奨励費であり、他自治体との取組と
の均衡も図られていることから、保護者の経済的負担
の軽減のため、継続が妥当である。

259

77 扶助費 学校教育課
要・準要保護児童就学援

助費（中学校）
Ａ　継続

全世帯への給食費無償化等の市内一律の補助拡大で
はなく、就学援助を必要とする世帯への適切な支給に
より、経済的負担軽減ひいては学校徴収金の滞納減少
につながる制度であるため。

Ａ　継続

近隣市等と比較した場合、所得制限条件に差異はある
が、所管課評価のとおり、就学援助を必要とする世帯
への適切な援助制度となっており、継続が妥当であ
る。

261

78 扶助費 学校教育課
要・準要保護児童就学援

助費（小学校）
Ａ　継続

全世帯への給食費無償化等の市内一律の補助拡大で
はなく、就学援助を必要とする世帯への適切な支給に
より、経済的負担軽減ひいては学校徴収金の滞納減少
につながる制度であるため。

Ａ　継続

近隣市等と比較した場合、所得制限条件に差異はある
が、所管課評価のとおり、就学援助を必要とする世帯
への適切な援助制度となっており、継続が妥当であ
る。

263

-15-


